
電 委 第 １ ２ 号 

令 和 ３ 年 ４ 月 １ ９ 日 

 

 電気通信紛争処理委員会 

 委員各位 

 

電 気 通 信 紛 争 処 理 委 員 会 

委 員 長  田 村  幸 一  

（ 公 印 、 契 印 省 略 ） 

 

 

第２１０回電気通信紛争処理委員会（文書による審議）について 

 

 

令和２年度年次報告について、最終案が取りまとまりました。 

 年次報告は、電気通信紛争処理委員会手続規則（平成１３年総務省令第１５５号）

第３条の規定により、会計年度終了後１か月以内（４月末まで）に総務大臣に報告す

ることとされております。 

 そのため、電気通信紛争処理委員会運営規程（平成１３年電気通信紛争処理委員会

決定第１号）第２条第２項の規定に基づき、第２１０回電気通信紛争処理委員会を文

書による審議（電子メール）で行いたいと存じます。 

つきましては、下記に対する賛成又は反対の御意見を４月２１日（水）までに事務

局あてにご回答いただけますよう、お願い申し上げます。 

 

 

記 

 

 

「令和２年度年次報告」について、別添案のとおり決定し、総務大臣に対し報告す

ることとする。 

 

 

 

以上 

 



令和２年度年次報告

（案） 

令和３年４月 

電気通信紛争処理委員会



 

本報告書は、電気通信紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号）

第１４条の規定に基づき、令和２年度における電気通信紛争処理委員会の

活動状況を総務大臣に報告するものである。 

 

本報告書では、第Ⅰ部に委員会の運営状況を、第Ⅱ部に紛争処理の状況

を、第Ⅲ部に委員会のその他の活動状況等を取りまとめた。 

 

 

 

令 和 ３ 年 ４ 月 ２ ３ 日 

電気通信紛争処理委員会 

 

 

 

 

 

（参考）電気通信紛争処理委員会の年次報告に関する参照条文 

 

○ 電気通信紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号） 

（あっせん及び仲裁の状況の報告） 

第十四条 委員会は、総務大臣に対し、総務省令で定めるところにより、あ

っせん及び仲裁の状況について報告しなければならない。 

 

 

○ 電気通信紛争処理委員会手続規則（平成１３年総務省令第１５５号） 

（あっせん及び仲裁の状況の報告） 

第三条 令第十四条の規定による報告は、国の会計年度経過後一月以内に、

当該会計年度中における次に掲げる事項についてするものとする。  

一 あっせん及び仲裁の申請件数  

二 あっせんをしないものとした事件及びあっせんを打ち切った事件の

件数  

三 あっせんにより解決した事件の件数  

四 仲裁判断をした事件の件数  

五 その他電気通信紛争処理委員会（以下「委員会」という。）の事務に

関し重要な事項 

 



目  次 

 

ページ 

第Ⅰ部 委員会の運営状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   １ 

第１章 委員及び特別委員の任命状況 ・・・・・・・・・・・・・・   １ 

第２章 委員会の開催状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ４ 

 

第Ⅱ部 紛争処理の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ５ 

 第１章 紛争処理の概況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ５ 

 第２章 審議・答申事案の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・   ８ 

 

第Ⅲ部 委員会のその他の活動状況等 ・・・・・・・・・・・・・・  ２６ 

第１章 政策担当部局等からのヒアリング ・・・・・・・・・・・  ２６ 

第２章 「ＭＶＮＯサービスの提供に係る事業者間紛争に関する調査研究」 

の報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３０ 

第３章 周知広報、利便性向上等のための取組 ・・・・・・・・・  ３４ 

第４章 委員会に関係する制度改正等・・・・・・・・・・・・・・  ３５ 

 

＜資料編＞ 

【資料１】電気通信紛争処理委員会の概要 ・・・・・・・・・・・ 資料－１ 

【資料２】これまでの紛争処理の概況 ・・・・・・・・・・・・・ 資料－４ 

【資料３】これまでの紛争処理終了案件の一覧 ・・・・・・・・・ 資料－５ 

【資料４】紛争処理対象分野の動向 ・・・・・・・・・・・・・・資料－１４ 



 

 

第Ⅰ部 委員会の運営状況 

第１章 委員及び特別委員の任命状況 

 

１ 委員の任命 

電気通信紛争処理委員会（以下「委員会」という。）は、電気通信事業、電

波の利用又は放送の業務に関して優れた識見を有する者のうちから、両議院の

同意を得て、総務大臣が任命する委員５名（任期３年）をもって組織される 

（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１４５条、第１４７条及び第

１４８条）。 

令和３年３月３１日現在の委員は以下の５名である。 

【委員】                    令和３年３月３１日現在 

氏 名 役 職 等 任 命 日 

田村
た む ら

 幸一
こういち

 
（委 員 長） 

弁護士 

（元高松高等裁判所長官） 
令和元年１２月３日新任 

荒川
あらかわ

  薫
かおる

 
（委員長代理） 

明治大学 

総合数理学部長・教授 

令和元年１２月３日再任 

（第１期：平成２５年 ４月１日 

～平成２５年１２月２日） 

（第２期：平成２５年１２月３日 

～平成２８年１２月２日） 

（第３期：平成２８年１２月３日 

～令和 元年１２月２日） 

小野
お の

 武美
た け み

 東京経済大学経営学部教授 

令和元年１２月３日再任 

（第１期：平成２５年１２月３日 

～平成２８年１２月２日） 

（第２期：平成２８年１２月３日 

～令和 元年１２月２日） 

小塚
こ づ か

 荘一郎
そういちろう

 学習院大学法学部教授 令和元年１２月３日新任 

三尾
み お

 美枝子
み え こ

 弁護士 令和元年１２月３日新任 
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２ 特別委員の任命 

委員会には、委員のほか、あっせん若しくは仲裁に参与させ、又は特別の事

項を調査審議させるため、総務大臣が任命する特別委員（任期２年）を置いて

いる（電気通信紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号）第１条）。 

  令和３年３月３１日現在の特別委員は以下の８名である。 

 

【特別委員】            令和３年３月３１日現在（五十音順） 

氏 名 役 職 等 任 命 日 

青柳
あおやぎ

 由香
ゆ か

 法政大学法学部教授 

令和元年１１月３０日再任 

（第１期：平成２７年１１月３０日 

～平成２９年１１月２９日） 

（第２期：平成２９年１１月３０日 

～令和 元年１１月２９日） 

荒井
あ ら い

 耕
こ う

 
一橋大学 

大学院経営管理研究科教授 

令和元年１１月３０日再任 

（第１期：平成２５年１１月３０日 

～平成２７年１１月２９日） 

（第２期：平成２７年１１月３０日 

～平成２９年１１月２９日） 

（第３期：平成２９年１１月３０日 

～令和 元年１１月２９日） 

大橋
おおはし

 弘
ひろし

 

東京大学 

大学院経済学研究科教授 

公共政策大学院院長・教授 

令和元年１１月３０日再任 

（第１期：平成２７年１１月３０日 

～平成２９年１１月２９日） 

（第２期：平成２９年１１月３０日 

～令和 元年１１月２９日） 

眞田
さ な だ

 幸俊
ゆきとし

 
慶應義塾大学理工学部 
電気情報工学科教授 

令和元年１１月３０日再任 

（第１期：平成２９年１１月３０日 

～令和 元年１１月２９日） 

白山
しらやま

 真一
しんいち

 

公認会計士 
上武大学ビジネス情報学部 
国際ビジネス学科教授 

令和元年１１月３０日新任 

杉山
すぎやま

 悦子
え つ こ

 
一橋大学 

大学院法学研究科教授 
令和元年１１月３０日新任 
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矢入
や い り

 郁子
い く こ

 
上智大学理工学部 

情報理工学科准教授 

令和元年１１月３０日再任 

（第１期：平成２７年１１月３０日 

～平成２９年１１月２９日） 

（第２期：平成２９年１１月３０日 

～令和 元年１１月２９日） 

葭葉
よ し ば

 裕子
ひ ろ こ

 弁護士 

令和元年１１月３０日再任 

（第１期：平成２９年１１月３０日 

～令和 元年１１月２９日） 
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第２章 委員会の開催状況 

 
令和２年度は、以下のとおり９回の委員会を開催した。 

 

会合 日 付 議 事 等 

第２０１回 令和２年 

４月１３日 

令和元年度年次報告の決定及び総務大臣に対する

報告について 

※文書による審議（注） 

第２０２回 ４月１４日 

～１５日  

日本通信株式会社から申請のあった卸電気通信役

務の提供に係る裁定の諮問に関する審議について 

※文書による審議 

第２０３回 ６月４日 

～５日 

日本通信株式会社から申請のあった卸電気通信役

務の提供に係る裁定の諮問に関する審議について 

※文書による審議 

第２０４回 ６月１０日 

～１１日 

日本通信株式会社から申請のあった卸電気通信役

務の提供に係る裁定の諮問に関する審議について 

※文書による審議 

第２０５回 ８月２７日 

～２８日 

Ｗｅｂ会議システムを利用した会議への出席に関

する規定の整備について 

※文書による審議 

第２０６回 １０月１２日 １ 電気通信事業分野における市場検証（令和元

年度）年次レポートの概要について 

２ ＭＶＮＯサービスの提供に係る事業者間紛争

に関する調査研究の概要について 

第２０７回 １１月２０日 １ モバイル市場に関する最近の政策動向 

２ 電気通信紛争処理マニュアルの改訂 

第２０８回 令和３年 

２月２日 

１ ＦＶＮＯ委員会の現状と課題 

２ ＭＶＮＯ委員会の現状と課題 

第２０９回 ３月２５日 

～２６日 

令和２年度年次報告案について 

 

※文書による審議 

 

注：「文書による審議」とは、電気通信紛争処理委員会運営規程（平成１３年電気通信事業紛争処理委員会決

定第１号）第２条第２項に基づく審議（招集せずに行う委員会）をいう。 

4



 

 
 

第Ⅱ部 紛争処理の状況 

 第１章 紛争処理の概況 

 

委員会は、次の３つの機能を有している。 

① 電気通信事業者間、電気通信事業者とコンテンツ配信事業者等との間、 

ケーブルテレビ事業者等と地上基幹放送（地上テレビジョン放送）事業者と 

の間等の紛争に対し、「あっせん」や「仲裁」を実施すること（電気通信事 

業法第１５４条から第１５７条の２まで、電波法（昭和２５年法律第１３

１号）第２７条の３５及び放送法（昭和２５年法律第１３２号）第１４２

条） 

② 総務大臣が、接続協定等の細目の裁定、業務改善命令等を行う際、総務大 

臣から諮問を受け、審議・答申を行うこと（電気通信事業法第１６０条、 

放送法第１４４条） 

③ あっせん・仲裁や諮問に対する審議・答申に関し、競争ルールの改善等に 

ついて意見があれば、総務大臣に対し勧告を行うこと（電気通信事業法第 

１６２条） 

また、事務局に事業者等相談窓口を設けて、事業者間の紛争に関する相談や問

合せに対応している。 

なお、委員会の機能等については資料編の【資料１】、これまで委員会で取り

扱った紛争処理の概況については資料編の【資料２】のとおりである。 

 

１ あっせん・仲裁 

令和２年度に委員会が受けたあっせん・仲裁の申請はなく、処理が継続又は

終了した案件もなかった。 

 

２ 審議・答申 

令和元年度にあった卸電気通信役務の提供に係る裁定についての総務大臣

からの諮問１件について、令和２年度中に総務大臣への答申を行った。 

事 案 諮 問 答申 

諮問第１１号 令和２年２月４日 令和２年６月１２日 
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３ 勧告 

令和２年度中、総務大臣への勧告は行わなかった。 

 

４ 事業者等相談窓口における相談 

令和２年度においては、事業者等相談窓口において、１３件の相談及び問合

せを受けた（令和元年度は７件）。相談内容ごとの受付件数は、次のとおりで

ある。 

 

相 談 内 容 受 付 件 数※1 

①  接続に関する費用負担 １件 

②  卸電気通信役務の提供 ６件 

③  その他電気通信に係る契約※2 ６件 

計 １３件 

※1 同一案件に係る複数回の相談を含む。 

※2 現行の事業者間契約に基づく問題解決に関する相談など。 

 

 

（参考）相談件数（平成２３年度～令和２年度） 
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相談対応の結果については、事業者間協議を継続することとなったもの

が５件、他の相談窓口を紹介する等の対応を行ったものが８件となってい

る。 
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 第２章 審議・答申事案の概要 

 

令和元年１１月１５日申請（基・電・料金サービス課令和元年１１月１５日第

２０９号）（卸電気通信役務の提供に係る裁定） 

 

（１）経過 

令和元年  

１１月１５日 日本通信株式会社（以下「日本通信」という。）から、裁

定の申請。（⇒（２）） 

１５日 総務大臣から、株式会社ＮＴＴドコモ（以下「ドコモ」と

いう。）に対し、裁定の申請があった旨の通知。 

１２月 ６日 ドコモから、答弁書の提出。（⇒（３）） 

１３日 日本通信から、ドコモからの答弁書（１２月６日付け）に

対する意見書の提出。 

２０日 ドコモから、日本通信からの意見書（１２月１３日付け）

に対する意見書の提出。 

令和２年  

１月３０日 日本通信から、ドコモからの意見書（令和元年１２月２０

日付け）に対する意見書の提出。 

２月 ４日 総務大臣から、委員会に諮問（諮問第１１号）。（⇒（４）） 

１８日 日本通信及びドコモから、総務大臣裁定案（２月４日付

け）に対する意見書の提出。 

２８日 総務大臣から、両当事者からの意見書（２月１８日付け）

に対する意見並びに日本通信及びドコモから、反対当事

者からの意見書（２月１８日付け）に対する意見書の提

出。 

３月１１日 総務大臣から、両当事者からの意見書（２月２８日付け）

に対する意見書、日本通信から、ドコモからの意見書(２

月２８日付け)に対する意見書並びにドコモから、総務大

臣及び日本通信からの意見書（いずれも２月２８日付け）

に対する意見書の提出。 

４月１０日 総務大臣から意見書の提出。 

２７日 日本通信から、総務大臣からの意見書（４月１０日付け）

に対する意見書の提出。 

５月１５日 ドコモから、総務大臣からの意見書（４月１０日付け）に

対する意見書の提出。 

６月１２日 委員会から、総務大臣に答申（電委第３２号）。（⇒（５）） 

２３日 日本通信及びドコモから、総務大臣からの意見聴取（６月

１６日付け）に対する意見書の提出。 

３０日 総務大臣から、日本通信及びドコモに対し、裁定について

通知。（⇒（６）） 
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（２）申請における主な主張 

ア 裁定を求める事項１ 
ドコモに対し、音声通話サービスを能率的な経営の下における適正な原

価に適正な利潤を加えた金額を基本とする料金で、日本通信に卸役務とし
て提供すべきとの裁定を求める。 

    
イ 裁定を求める事項２ 

上記アで求める事項を具現化した卸役務の一つとして、ドコモが現在
「かけ放題オプション」及び「５分通話無料オプション」の名称で利用者
に提供している音声通話料の定額サービスを、能率的な経営の下における
適正な原価に適正な利潤を加えた金額を基本とする料金で、日本通信に提
供すべきとの裁定を求める。 

 
（３）答弁書における主な主張 

ア 裁定を求める事項１について 
既存の音声卸役務の料金値下げについては、当事者間において協議が

行われておらず、総務大臣の裁定を申請することができる要件に該当しな
い。 

  
イ 裁定を求める事項２について 

エンドユーザ向けの料金は、事業者が創意工夫をもって戦略的な料金を
自らがリスクを負った上で設定するものである。音声卸役務の料金を定額
とすることは、ＭＶＮＯのリスクをドコモ及びドコモユーザが一方的に負
うものであることから、なじまない。 

 
（４）諮問 

令和２年２月４日諮問第１１号 

 

 
諮  問  書 

 
 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第３９条において準用する
同法第３５条第３項の規定に基づき、日本通信株式会社から、株式会社Ｎ
ＴＴドコモの卸電気通信役務の提供に関する裁定の申請があった。 

よって、同法第１６０条第１号の規定に基づき、本件裁定について諮問
する。 

 

裁  定  案 
 

日本通信株式会社代表取締役社長 福田 尚久 から、電気通信事業法
（昭和５９年法律第８６号）第３９条において準用する同法第３５条第３
項の規定に基づき、株式会社ＮＴＴドコモとの間の卸電気通信役務の契約
に関して、当事者が取得し、若しくは負担すべき金額又は提供の条件その
他契約の細目について当事者間の協議が不調であるとして、総務大臣の裁
定の申請が行われた。 
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日本通信株式会社の申請及び株式会社ＮＴＴドコモの答弁並びに両当事
者からの意見についての調査の結果、下記のとおり裁定する。 
 

記 
 
裁定が求められている事項１について 

株式会社ＮＴＴドコモは、日本通信株式会社に対して提供する音声通話
サービスに係る卸電気通信役務の料金を、能率的な経営の下における適正
な原価に適正な利潤を加えた金額を超えない額で設定するものとする。 

能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えた金額の算定
方法、課金方法、精算方法等については、次に掲げるとおりとする。 

・ 音声通話サービスに係る卸電気通信役務の料金は、当該役務に用い
られる設備の使用料とする考え方に基づき、適正な原価は、当該役務
に用いられる設備の構築・維持・保全に関連する費用（例：施設保全
費、減価償却費、固定資産除却費、通信設備使用料、試験研究費、租
税公課）を基本とするが、設備への帰属が認められる営業費及び当該
役務の提供の際に必要となる営業費（例：当該役務の販売に係る広告
宣伝費）についても原価への算入が許容されるものとする。適正な利
潤は、設備構築に係る資本調達コストと捉え、設備等の正味固定資産
価額等に基づきレートベースを設定し、これに基づき、自己資本費用、
他人資本費用及び利益対応税を算定する方式を採用することとする。 

・ 課金単位については、音声通話サービスに係る卸電気通信役務の料
金のうち、契約数に連動する費用（例：回線管理機能に係る費用）に
係る料金については、課金単位を１契約とし、通話時間に連動する費
用（例：他の電気通信事業者の電気通信設備の利用に係る接続料支払
額）に係る料金については、課金単位を１秒とすることとする。 

・ 通話時間に連動する費用に係る料金の課金方法としては、各呼の通
信経路に応じて課金する方式と、通信経路に関係なく全ての呼につい
て一律に課金する方式が考えられるところ、どの方式を採用するかは、
当事者間の協議に委ねることとする。 

・ 音声通話サービスに係る卸電気通信役務の料金は、原価、利潤及び
課金単位の実績値を反映し毎年度更新することとする。その際、更新
後の料金により当該実績値の発生年度の期首（当該期首が裁定を行っ
た日より前である場合は、裁定を行った日）まで遡及して精算するこ
ととする。 

本裁定に基づき新たに株式会社ＮＴＴドコモが設定する音声通話サービ
スに係る卸電気通信役務の料金は、裁定を行った日から適用することとす
る。当該料金の設定が裁定を行った日の翌日以降となる場合には、設定後
速やかに裁定を行った日まで遡及して精算を行うこととする。株式会社Ｎ
ＴＴドコモは、裁定を行った日から起算して６月を超えない期間内に当該
料金を設定するものとする。 

将来的に、音声通話サービスに係る卸電気通信役務の代替手段として、
接続による音声通話サービスの提供が実現し有効に機能していると客観的
に認められる場合には、該当する接続約款の届出後、当事者の一方は相手
方当事者に対し、音声通話サービスに係る卸電気通信役務の提供料金及び
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提供条件についての再協議を請求することができるものとし、相手方当事
者はこの請求に応じて真摯に協議を行わなければならないものとする。こ
の場合において、当事者の一方は、相手方当事者に対する３月の事前通告
により、本裁定による債権債務関係を将来に向かって消滅させることがで
きるものとする。ただし、相手方当事者から、当該通告を行った当事者に
対し、本裁定による債権債務関係の継続の申入れがあった場合は、当該通
告があった日から１年を超えない期間において本裁定による債権債務関係
は継続するものとする。 
 
裁定が求められている事項２について 

株式会社ＮＴＴドコモは、日本通信株式会社に対して提供する音声通話
サービスに係る卸電気通信役務の料金において、能率的な経営の下におけ
る適正な原価に適正な利潤を加えた金額を基本とする料金により、株式会
社ＮＴＴドコモがエンドユーザ向けの音声通話サービスの料金として設定
している「かけ放題オプション」及び「５分通話無料オプション」と同じ
課金単位の料金設定を行うべきとすることは適当ではない。 
 

以上 
 

理   由 

（略） 
 

 
（５）答申 

令和２年６月１２日電委第３２号 

 

 
答  申  書 

 
令和２年２月４日付け諮問第１１号をもって諮問された事案について、

下記１及び２のとおり答申する。 
なお、理由は、別紙のとおりである。 

 
記 

 
１ 裁定を求める事項１について 

総務大臣の裁定案は妥当である。 
ただし、具体的な料金の設定に当たっての課金単位（通話時間に連動

する費用に限る。）、課金方法及び精算方法並びに当該料金（以下「新料
金」という。）の設定日及び適用日については、総務大臣において、更に
両当事者から意見を聴取して裁定を行うべきである。 

 
２ 裁定を求める事項２について 

 総務大臣の裁定案は妥当である。 
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  別紙 
第１ 本件の経緯 

 総務大臣は、令和２年２月４日、当委員会に対し、電気通信事業法（昭
和５９年法律第８６号。以下「法」という。）第１６０条第１号の規定に
基づき、法第３９条において準用する法第３５条第３項の規定による日
本通信株式会社（以下「日本通信」という。）から申請のあった卸電気通
信役務（以下「卸役務」という。）の提供に係る裁定について諮問をした。
その経緯及び諮問の概要は次のとおりである。 

 
１ 日本通信からの裁定申請 

 日本通信は、令和元年１１月１５日、株式会社ＮＴＴドコモ（以下
「ドコモ」という。）の音声通話サービスに係る卸役務（以下「音声卸
役務」という。）の提供に係る協議が不調のため、以下の事項について
裁定申請を行った。 
（１）裁定を求める事項１ 

ドコモに対し、音声通話サービスを能率的な経営の下における適
正な原価に適正な利潤を加えた金額を基本とする料金で、日本通信
に卸役務として提供すべきとの裁定を求める。 

    
（２）裁定を求める事項２ 

上記（１）で求める事項を具現化した卸役務の一つとして、ドコ
モが現在「かけ放題オプション」及び「５分通話無料オプション」の
名称で利用者に提供している音声通話料の定額サービスを、能率的
な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えた金額を基本と
する料金で、日本通信に提供すべきとの裁定を求める。 

 
２ ドコモの主張 

（１）裁定を求める事項１について 
既存の音声卸役務の料金値下げについては、当事者間において協

議が行われておらず、総務大臣の裁定を申請することができる要件
に該当しない。 

  
（２）裁定を求める事項２について 

エンドユーザ向けの料金は、事業者が創意工夫をもって戦略的な
料金を自らがリスクを負った上で設定するものである。音声卸役務
の料金を定額とすることは、ＭＶＮＯのリスクを当社及び当社ユー
ザが一方的に負うものであることから、なじまない。 

 
３ 総務大臣の諮問 

 総務大臣は、令和元年１１月１５日、ドコモに対して答弁書を提出
する機会を付与し、同年１２月６日、ドコモは答弁書を提出した。さ
らに総務大臣は、日本通信に対して、同日及び令和２年１月２８日の
２回、ドコモに対して、令和元年１２月１３日の１回、それぞれ意見
書を提出する機会を付与し、日本通信からは同月１３日及び令和２年
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１月３０日、ドコモからは令和元年１２月２０日、それぞれ意見書の
提出があった。それらを踏まえて、総務大臣は、令和２年２月４日、当
委員会に対して、本件裁定についての諮問を行った。 

諮問された裁定案の概要は以下のとおり。 
（１）裁定を求める事項１については、ドコモは、日本通信に対して

提供する音声卸役務の料金を、能率的な経営の下における適正な
原価に適正な利潤を加えた金額を超えない額で設定するものと
し、あわせて、新料金の算定に当たっての算定方法、課金方法及
び精算方法、新料金の設定日及び適用日並びに再協議に係る取扱
い等についても裁定を行う。 

（２）裁定を求める事項２については、適当ではない。 
   

４ 委員会の審議 
当委員会は、令和２年２月４日に会議を開催し、総務大臣から諮問

を受けるとともに、本件諮問を担当する総合通信基盤局から諮問の内
容について説明を受けた。その上で、当委員会は、総務大臣及び両当
事者から事情を聴取することが必要と思料し、以下のとおり質問の回
答及び意見の提出を求め、それぞれ提出を得た。 
① 同月６日に委員会からの裁定案に関する質問の回答を総務大臣に

求め、同月１３日に総務大臣から回答 
② 同月６日に両当事者に対して裁定案に関する質問を求め、同月１

０日にドコモから提出があったため、同日に総務大臣に回答を求め、
同月１４日に総務大臣から回答 

③ 同月６日に委員会からの裁定案に関する質問の回答を両当事者に
求め、同月１８日に両当事者から回答 

④ 同月２１日に同月１８日付け両当事者からの意見に対する意見を
総務大臣及び両当事者に求め、同月２８日に総務大臣及び両当事者
から回答 

⑤ 同年３月４日にそれまでの意見等に対する意見を総務大臣及び両
当事者に求め、同月１１日に総務大臣及び両当事者から回答 
また、同年４月１０日に総務大臣から意見の提出があったことから、

両当事者に対して当該意見に対する意見を求め、同月２７日に日本通
信から、同年５月１５日にドコモから意見の提出があった。 

 
当委員会は、同年２月４日、同月２０日、同年３月３日、同月２５

日、同年４月１４日から１５日まで、同年６月４日から５日まで及び
同月１０日から１１日までと７回にわたり会議を開催し、審議を重ね、
答申を取りまとめた。 

 
 
第２ 検討 

１ 裁定を求める事項１について 
（１）裁定要件の充足の適否 

音声卸役務の料金を「能率的な経営の下における適正な原価に適
正な利潤を加えた金額を基本とする料金」とするか否かの協議につ

13



 

 
 

いては、日本通信からの裁定申請書の添付資料及びドコモからの答
弁書の添付資料によると、少なくとも、 
① 日本通信はドコモに対して、２０１９年（令和元年）１０月１

日付け文書において、「１．音声通話サービスを能率的な経営の下
における適正な原価に適正な利潤を加えた金額を基本とする料金
で、当社に卸していただきたい。２．その一形態として、貴社が貴
社エンドユーザに提供されている『かけ放題オプション』及び『５
分通話無料オプション』を、能率的な経営の下における適正な原
価に適正な利潤を加えた金額を基本とする料金で、当社に卸して
いただきたい。」と記載し、協議事項としていること 

② 同月４日、日本通信はドコモを往訪した上、両当事者は、上記
①の文書を用いて対面で協議を行っていること 

③ 日本通信はドコモに対して、同月１６日付け文書で、上記①の
回答を求めていること 

④ ドコモは日本通信に対して、同月２１日付けメールで、上記①
の回答を「打ち合わせから回答まで１ヶ月程度お時間をいただき
たい」旨を伝達していること 

⑤ ドコモは日本通信に対して、同年１１月８日付け文書で回答し
ている中、上記①の文書の「２．」については明確に回答が示され
ているが、同文書の「１．」については回答が示されておらず、ま
た、回答を保留する旨の記載がないこと 

が認められる。 
かかる事実を踏まえると、ドコモは、裁定を求める事項１につい

て、日本通信から文書による要望を受領し、対面による協議を行い、
十分な検討を行った上で、日本通信に対して回答しているにもかか
わらず、裁定で求める事項１については一切触れていないことから
すると、協議が調わなかったものと解することが相当である。 

この点、ドコモは、そもそも裁定で求める事項１について、当事
者間では協議が一切行われていなかった旨主張するが、ドコモから
提出された答弁書の「日本通信との協議経緯」とも反するものであ
り、採用することはできない。 

 
（２）具体的検討 

① 判断枠組・判断基準 
音声卸役務に係る料金の在り方については、法上、明確な判断

基準が設けられていないことから、法の趣旨に照らし、公正競争
の促進の観点、利用者利益の保護の観点及び電気通信の健全な発
達の観点から、総合的に判断することが相当である。 

 
② 音声卸役務の料金見直しの是非 

ア 電気通信事業は、巨額の設備投資を必要とし、そもそも自然
独占性を有する産業であるが、中でも移動通信事業は、その事
業の性質上、電波の有限希少性がボトルネックとなって参入が
制限されており、現状においては、実質ＭＮＯ３社による寡占
状況の産業である。 

14



 

 

 

そのような産業構造を持つ移動通信事業において、ドコモは
自らネットワークを有するＭＮＯである一方、日本通信は、Ｍ
ＮＯ（本件ではドコモ）から音声卸役務の提供を受けて、エン
ドユーザに対して音声通話サービスを提供するＭＶＮＯである
ことを踏まえると、ドコモは日本通信に対して、音声卸役務に
関し、構造的に交渉上の優位性を有していることは明らかであ
る。 

 
イ そのような状況の下、 
（ア）ドコモは、日本通信との音声卸役務契約において、契約締

結以降「第３種卸ＦＯＭＡ」については約１０年間、「第３種
卸Ｘｉ」については約７年間という長期にわたり、音声卸役
務の料金を変更していないこと 

（イ）ドコモにとっての当該卸役務の原価は、関連する接続料の
推移から見て、少なくとも（ア）の契約当初よりは低下して
いると推認できること 

（ウ）ドコモは、「かけ放題オプション」及び「５分通話無料オプ
ション」の名称で、自社のエンドユーザに対しては実質的に
値下げを行ってきていること 

（エ）ドコモ自身が、当該卸役務の料金を今後見直すことについ
て必ずしも否定していないこと 

等を踏まえると、公正競争の促進の観点から、少なくとも現時
点においては、日本通信向け音声卸役務の料金を見直すべきで
あると判断される。 

この点、ドコモは、これまで日本通信から音声卸役務の料金
値下げ要望がなかったことから、当該料金の見直しを行わな
かっただけであり、交渉上の優位性を背景に見直しを行わな
かったわけではない旨主張するが、仮にそうであったとしても、
上記判断を左右するものではない。 

 
ウ ドコモは、日本通信との協議において、適正な原価に適正な

利潤を基本とする料金を望むのであれば、接続による代替案が
あることを提案しているところ、裁定案においては、合理的根
拠もなく、「接続により音声卸役務を代替する方法はない」と認
定していることについて不当である旨主張する。現在、中継電
話事業者がＭＮＯと接続する方式、いわゆる中継電話において、
事業者識別番号をダイヤルすることにより、接続による音声通
話サービスが提供されている例は既に存在するが、着信履歴か
ら発信できない場合があるなど操作性に難があることも事実で
ある。その点、ドコモの上記の代替案は、自社交換機において
事業者識別番号を付与するように改修可能であるなど、現在の
中継電話における難点の解消も含めた提案であると解される
が、仮にそうであるとしても、総務大臣からの回答において「ど
の程度の費用がかかるのか、ＭＶＮＯの負担はどのようになる
のか等の詳細は明らかにされませんでした」とあるように、ド
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コモから具体的な説明がない以上、現時点において、当該接続
による音声通話サービスで音声卸役務を代替できるとまで認定
することはできない。 

 
エ 利用者利益の保護の観点及び電気通信の健全な発達の観点か

らも、本件における音声卸役務の料金見直しは、ＭＶＮＯであ
る日本通信とＭＮＯであるドコモとの間の公正競争の促進を通
じて、低廉かつ多様な音声通話サービスの提供が期待されるこ
とから、これらの法の趣旨の実現にも資するものである。 

この点、ドコモは、そもそも卸役務においては、相対協議に
よる自由な料金その他の提供条件の設定が認められているにも
かかわらず、総務大臣が法的根拠なしに判断を下すことは、電
気通信の健全な発達を阻害する旨主張する。しかし、本件にお
けるように公正競争が適切に機能しているとは見られず、相対
協議による自由な料金その他の提供条件の設定が行われない
個々の状況において、その状況を放置することは、電気通信の
健全な発達や利用者利益の保護の観点から望ましいものではな
い。そのため、法第３９条において準用する法第３５条第３項
では、一方当事者から申請があれば、総務大臣の裁定により解
決することを認めているのであり、その規定に基づき、総務大
臣が裁定することについて特段不当な点は見られないことか
ら、ドコモの主張を採用することはできない。 

 
オ 上記のことから、ドコモは、日本通信に対する音声卸役務の

料金について、現時点において見直すべきであると判断される。 
 

③ 適正な原価・適正な利潤とすることの是非 
ア 上記②のとおり、音声卸役務に係る移動通信事業は、巨額の

設備投資を必要とし、自然独占性を有するだけでなく、電波の
有限希少性により参入が制限された寡占状況の産業である。 

 
イ このような寡占状況の産業においては、公正競争が適切に機

能せず、当事者間の交渉だけでは適正な価格形成ができないこ
とが想定される。その場合、法定されている接続制度を参考に、
その提供に要する費用を回収できる限りの水準、すなわち適正
な原価に適正な利潤を加えた金額を基本に設定することが適当
であり、「接続等に関し取得・負担すべき金額に関する裁定方針
（平成３０年１月１６日総務省）」では、注記においてその旨の
記載をしていることが認められる。 

その点、ドコモは、本件に法定された接続制度を参考とする
ことについて、その前提となる設備構成が接続と卸役務とでは
全く異なることから不当である旨主張するが、仮に設備構成の
在り方がドコモの主張するとおりであるとしても、総務大臣が
裁定に当たり、類似制度の規律を参考に、適正な原価に適正な
利潤を加えた金額を基本とすることについて、特段不合理な点
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は見受けられない。 
 

ウ 他方、ドコモは、音声卸役務の料金について、公正競争の促
進の観点からは、適正な原価に適正な利潤を加えた金額を基本
とするのではなく、日本通信がドコモの自社ユーザに比しても
十分競争可能な料金水準を設定できるような卸役務の料金であ
ればよいはずである旨主張するが、日本通信が主張するように、
「公正競争を促進するためには、競争を行うための諸条件を極
力同一にすること、即ち競争条件のイコールフッティングが求
められる」ものであり、ドコモの主張を採用することはできな
い。 

 
エ 上記のことから、ドコモは、日本通信に対する音声卸役務の

料金について、適正な原価に適正な利潤を加えた金額を基本に
設定することが適当である。 

 
④ 適正な原価・適正な利潤の概念整理 

ア 日本通信からの裁定申請書によると、裁定を求める事項１は、
「音声通話サービスを能率的な経営の下における適正な原価に
適正な利潤を加えた金額を基本とする料金で」、「卸電気通信役
務として提供するべき」ことであり、「適正な原価」及び「適正
な利潤」の具体的な概念整理を明示的に求められているわけで
はない。 

 
イ しかし、同申請書の別紙「３．裁定を求める事項に対する当

社の見解」の「（３）音声通話サービスの卸料金額」において、
「接続において求められている『能率的な経営の下における適
正な原価に適正な利潤を加えた金額』を基本とする料金で卸電
気通信役務の提供を行うことは妥当である。」と記載しているこ
とからすると、第二種指定電気通信設備との接続を定めた法第
３４条第３項第２号で用いられている用語の概念を前提として
いることが認められる。 

そのため、接続による場合と卸役務による場合とでは、役務
提供の在り方が必ずしも同一でない以上、当該用語の概念を前
提とした場合、かえって裁定の趣旨にそぐわない誤った解釈が
なされるおそれがある。 

 
ウ かかる観点から、「適正な原価」及び「適正な利潤」の概念整

理に関し、接続制度と異なる点を中心に、念のため同一の点も
含めて明記することについて、特段不当な点は見受けられない。 

なお、上記の「接続制度と異なる点」として、「適正な原価」
に係る営業費に関し、接続で認められている「設備への帰属が
認められる営業費」に加え、本件では「当該役務の提供の際に
必要となる営業費」についても「原価への算入が許容される」
旨の記載がある。この点に関し、卸役務は、制度上、接続とは異
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なり、積極的な営業活動が行われることが想定されることから、
接続においても認められている共通費及び管理費とは別に、「当
該役務の提供の際に必要となる営業費」として、例えば、音声
卸役務の提供に係る広告宣伝費を「適正な原価」に算入するこ
とについて、特段不合理な点は見受けられない。 

 
⑤ 課金単位、課金方法及び精算方法並びに新料金の設定日及び適

用日についての整理 
ア 裁定案においては、課金単位、課金方法及び精算方法並びに

新料金の設定日及び適用日についても判断しているが、この点
についても、日本通信から提出された裁定申請書において明記
されているわけではない。 

しかしながら、 
（ア）これらは、全く別個の事項というより、いわば付随的・実

施細則的な小事項であり、帰するところ、裁定として具体的
に示す際の程度の問題であると解されること 

（イ）どの程度具体的に裁定するかは、裁定申請書だけではなく、
両当事者から提出された文書全体を基礎として、本件紛争の
原因や経緯等を総合的に考慮して判断されるべきであること 

（ウ）申請人である日本通信からは、当委員会に提出された意見
書により、事実上、裁定案で示された程度の裁定を求める趣
旨に補正されていること 

からして、これらについてまで裁定することにつき、不当とは
言えない。 

以下、このような前提の下、個々の小事項について判断する。 
 

イ 課金単位については、裁定案では、音声卸役務の料金を契約
数に連動する費用と通話時間に連動する費用に分けた上で、前
者については「課金単位を１契約」と判断されているが、この
点につき、両当事者から特段意見が提出されていないこと、そ
の他不合理な点も見受けられないことから、裁定案のとおりで
妥当と判断する。 

 
ウ 裁定案では、課金単位のうち、通話時間に連動する費用に係

るものとしては１秒単位での課金、精算方法としては、実績値
を反映し毎年度料金を更新し、それを当該実績値の発生年度の
期首まで遡及して精算すること、新料金の設定日については、
裁定を行った日から起算して６月を超えない期間内とすること
が求められている。この点、ドコモは、現行のシステムでは対
応ができない内容であり、対応しようとすれば、システム改修
又は開発に関して相応の費用と期間が必要であり、少なくとも
新料金の設定日には間に合わない旨主張する。これに対して、
日本通信は、現行でもドコモから、ユーザごとに秒単位で通話
時刻・通話時間等が記載されたＣＤＲ（通話明細データをいう。
以下同じ。）が送付されていること等からして、たとえシステム
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の改修等が必要であったとしても軽微である旨反論する。 
本件については、ドコモ側のシステムの改修等に係る費用と

期間が不明であること、またその程度の大小によっては、日本
通信が、通話時間に連動する費用の課金単位について、これま
でどおりの３０秒を選好するのか、１秒を選好するのか、さら
には、料金の更新の時期・頻度や精算の仕方等について、何を
選好するのか変動することが想定されること等からすると、現
時点で具体的な判断をすることは相当でない。 

そのため、通話時間に連動する課金単位、精算方法及び新料
金の設定日については、総務大臣において、両当事者から更に
意見を聴取して裁定することが適当である。 

エ 課金方法について、裁定案では、「各呼の通信経路に応じて課
金する方式と、通信経路に関係なく全ての呼について一律に課
金する方式が考えられるところ、どの方式を採用するかは、当
事者間の協議に委ねることとする。」と判断され、この点につき、
両当事者から特段意見が提出されていないが、いずれの方式に
するかがドコモのシステムの改修等に係る費用と期間に影響を
与えることも想定されることから、上記ウに併せて両当事者か
ら更に意見を聴取して裁定を行うことが適当と考える。

オ 新料金の適用日について、裁定案では、裁定日と判断されて
いるが、適用日は、一般に両当事者間における債権債務関係を
発生させる重要かつ基本的な事項であり、特段の事情がない限
り、裁定後可能な限り早期とすべきである。

  この点、ドコモは、日本通信に対して新料金で課金するため
には、現行のシステムから日本通信のユーザの通話実績データ
を判別・抽出し、これを２年間保持できる、日本通信向けの専
用システムを構築する必要があり、かつ当該専用システムの構
築に掛かる期間は、現行システム上のデータ保管期間である６
月を優に超えることが想定され、その場合、当該専用システム
の稼働開始時には、裁定案が求める新料金に必要な日本通信の
ユーザの通話実績データがすべて消去されてしまっていること
になるので、裁定日から新料金を適用することは困難である旨
主張する。

  そこで検討するに、現在、ドコモから日本通信に対して、Ｃ
ＤＲが毎日送付されていることからすると、日本通信のユーザ
向けの通話実績データを判別・抽出することは現行のシステム
でも可能と推定され、また当該通話実績データの保管期間を何
らかの形で適切に延長することは技術的には可能と考えられる
が、他方、その方法如何等によってそれ相応の費用が発生する
ことも否定できない。 

  したがって、新料金の適用日についても、上記ウ及びエに併
せて両当事者から更に意見を聴取して裁定することが適当であ
る。 
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⑥ 再協議に係る取扱い 

ア 今回の裁定は、上記②ウのとおり、現時点においては、音声
卸役務の代替手段として、接続による音声通話サービスが有効
に機能していないことに起因して紛争が生じ、それに対して解
決を図るものである。 

  その意味では、今後、ドコモが提案しているドコモの交換機
による事業者識別番号の付与やそれ以外の方法により、接続で
の代替が客観的に認められる場合には、ＭＮＯとＭＶＮＯの関
係において構造的に交渉上の優位性があったとしても、接続に
おいては、法定されている接続制度の下で適正なサービス提供
が実現可能であることはもとより、卸役務においても、接続と
のバランスから、本裁定により強制しなくても、公正競争が実
現し、適正なサービス提供が実現されることが期待される。そ
のため、本裁定は、接続による代替性が認められない現状にお
ける過渡的な措置とするべきであり、接続による代替性が有効
に機能する場合は、本来の相対協議に委ねることが適当である。 

 
イ したがって、接続による代替性が有効に機能していると客観

的に認められる場合には、音声卸役務の提供料金及び提供条件
について再協議することができることとし、新たな契約締結等
のために必要であれば、本裁定による債権債務関係を将来に向
かって消滅させる旨の解除条件を付けることが相当である。 

  なお、裁定の解除条件を付けるに当っては、本裁定に基づく
契約の変更に伴い、日本通信のユーザに対して多大な影響を与
えることにかんがみ、利用者利益の確保のために、一定期間の
猶予期限を設けることが必要である。この点、裁定案では、「当
事者の一方は、相手方当事者に対する３月の事前通告により、
本裁定による債権債務関係を将来に向かって消滅させることが
できるものとする。ただし、相手方当事者から、当該通告を行っ
た当事者に対し、本裁定による債権債務関係の継続の申入れが
あった場合は、当該通告があった日から１年を超えない期間に
おいて本裁定による債権債務関係は継続するものとする。」とあ
るが、この点について、両当事者から特段意見は提出されなかっ
たこと、その他不当な点も見受けられないことから、適当と判
断する。 

 
２ 裁定を求める事項２について 

（１）裁定要件の充足の適否 
音声卸役務の料金における課金方法を定額課金（一定額を支払え

ば無制限に国内音声通話が可能となる課金方式。以下同じ。）及び準
定額課金（一定額を支払えば、一通話当たり一定時間は追加課金な
しで国内音声通話が可能となり、一定時間超過後は従量制で課金さ
れる課金方式。以下同じ。）にするか否かについての協議は、日本通
信からの裁定申請書の添付資料及びドコモからの答弁書の添付資料
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によれば、日本通信とドコモとの間で、平成２６年から継続して行
われており、この間、ドコモは、一貫して提供を拒否していること
は明らかであり、かつ、この点について両当事者間で争いがないこ
とから、裁定案のとおり「協議が調わないときと判断する」ことは
妥当である。 

（２）具体的検討
① 判断枠組・判断基準

裁定を求める事項２については、「能率的な経営の下における適
正な原価に適正な利潤を加えた金額を基本とする料金」であり、
かつ課金方法として、定額課金及び準定額課金での音声卸役務の
提供が求められているが、前者については、上記の第２の「１ 裁
定を求める事項１について」で判断していることから、以下では、
後者の課金方式について判断を示すこととする。 

なお、判断基準は、上記の第２の「１ 裁定を求める事項１に
ついて」と同様に、法の趣旨に照らし、公正競争促進の観点、利用
者利益の保護の観点及び電気通信の健全な発達の観点から、総合
的に判断することが相当である。 

② 音声卸役務の料金を定額制及び準定額制にすることの是非
裁定案によると、「音声卸役務の提供にあたり定額課金を適用し

た場合、日本通信のエンドユーザにおける１契約者当たりの通話
時間が過剰に生じる局面にあっては、ドコモにおいて、音声卸役
務に関し、収入が原価を下回ることは明らかである。また、準定
額課金を適用した場合についても、課金の設定方法によっては、
ドコモにおいて、収入が原価を下回る可能性がある。ドコモに対
し、音声卸役務について、定額課金や準定額課金の料金を設定さ
せ、原価割れリスクを負わせることは、不当に有利な条件で日本
通信に音声卸役務を提供させることとなり、公正競争確保の観点
から妥当性を欠く。」、「定額課金や準定額課金は、利用者利益の増
大に資するとしても、こうした公正競争の確保に支障を生じさせ
てまで実現を図るべきものとは言えない。」、「電気通信の健全な発
達の観点から、定額課金及び準定額課金での料金の設定を行わな
ければならないと判断する理由は見当たらない。」と判断されてい
るが、この点につき、両当事者から特段意見が提出されていない
こと、その他不当な点も見受けられないことから、裁定案のとお
りで妥当と判断する。 

③ 不当な差別的取扱いの該当性
裁定案によると、「電気通信事業者は、卸役務の提供について不

当な差別的取扱いをしてはならない（法第６条）こととされてお
り、具体的には、ＭＮＯは、他の一般利用者や他のＭＶＮＯに提
供しているサービスと同一のサービスの提供の申込みがあったと
きは、合理的な理由がない限り、これを拒んではならないことと
されている。」、「本件事案については、前述のとおり、ドコモが、
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日本通信に対して提供する音声卸役務の料金において、定額課金
及び準定額課金での料金の設定を行うことは、ドコモにおける原
価割れリスクを生じさせるものであることから、ドコモが、当該
設定を行うことを拒むことには合理的な理由があるものと認めら
れる。」と判断されているが、この点につき、両当事者から特段意
見が提出されていないこと、その他不当な点も見受けられないこ
とから、裁定案のとおりで妥当と判断する。 

 
３ 結論 

以上のことから、総務大臣から示された裁定案のうち、裁定を求め
る事項１については、総務大臣の裁定案は妥当である。ただし、新料
金の設定に当たっての課金単位（通話時間に連動する費用に限る。）、
課金方法及び精算方法並びに新料金の設定日及び適用日については、
総務大臣において、更に両当事者から意見を聴取して裁定を行うべき
である。 

また、裁定を求める事項２については、総務大臣の裁定案は妥当で
ある。 

 

 
（６）裁定についての通知 

令和２年６月３０日総基料第１７１号 
 

  ア 日本通信株式会社宛て 
 

 

電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第３９条において準用する

同法第３５条第３項の規定に基づき、令和元年１１月１５日付けで貴社よ

り申請のあった株式会社ＮＴＴドコモの卸電気通信役務の提供に係る裁定

申請について、別添のとおり裁定したので、 同条第６項の規定に基づき通

知します。 

 （以下略） 

 

別添 

裁   定 

 

日本通信株式会社代表取締役社長 福田 尚久 から、電気通信事業法

（昭和５９年法律第８６号）第３９条において準用する同法第３５条第３

項の規定に基づき、株式会社ＮＴＴドコモとの間の卸電気通信役務の契約

に関して、当事者が取得し、若しくは負担すべき金額又は提供の条件その

他契約の細目について当事者間の協議が不調であるとして、総務大臣の裁

定の申請が行われた。 

日本通信株式会社の申請及び株式会社ＮＴＴドコモの答弁並びに両当事
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者からの意見についての調査の結果並びに令和２年６月１２日に電気通信

紛争処理委員会から受けた答申の内容を踏まえ、下記のとおり裁定する。 

 

記 

 

裁定が求められている事項１について 

株式会社ＮＴＴドコモは、日本通信株式会社に対して提供する音声通話

サービスに係る卸電気通信役務の料金を、能率的な経営の下における適正

な原価に適正な利潤を加えた金額を超えない額で設定するものとする。 

能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えた金額の算定

方法、課金方法、精算方法等については、次に掲げるとおりとする。 

・音声通話サービスに係る卸電気通信役務の料金は、当該役務に用いら

れる設備の使用料とする考え方に基づき、適正な原価は、当該役務に

用いられる設備の構築・維持・保全に関連する費用（例：施設保全費、

減価償却費、固定資産除却費、通信設備使用料、試験研究費、租税公

課）を基本とするが、設備への帰属が認められる営業費及び当該役務

の提供の際に必要となる営業費（例：当該役務の販売に係る広告宣伝

費）についても原価への算入が許容されるものとする。適正な利潤は、

設備構築に係る資本調達コストと捉え、設備等の正味固定資産価額等

に基づきレートベースを設定し、これに基づき、自己資本費用、他人

資本費用及び利益対応税を算定する方式を採用することとする。 

・課金単位については、音声通話サービスに係る卸電気通信役務の料金

のうち、契約数に連動する費用（例：回線管理機能に係る費用）に係る

料金については、課金単位を１契約とし、通話時間に連動する費用（例：

他の電気通信事業者の電気通信設備の利用に係る接続料支払額）に係

る料金については、課金単位を３０秒とすることとする。ただし、１

秒単位の課金の実現に向け、当事者間の協議を進展させることとする。 

・通話時間に連動する費用に係る料金の課金方法としては、通信経路に

関係なく全ての呼について一律に課金する方式とする。 

・音声通話サービスに係る卸電気通信役務の料金は、原価、利潤及び課

金単位の実績値を反映し毎年度更新することとし、更新後の料金によ

る当該実績値の発生年度の期首まで遡及しての精算は行わないことと

する。ただし、当該精算の実現に向け、当事者間の協議を進展させる

こととする。 

本裁定に基づき新たに株式会社ＮＴＴドコモが設定する音声通話サービ

スに係る卸電気通信役務の料金は、裁定を行った日から適用することとす

る。当該料金の設定が裁定を行った日の翌日以降となる場合には、設定後

速やかに裁定を行った日まで遡及して精算を行うこととする。株式会社Ｎ
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ＴＴドコモは、裁定を行った日から起算して６月を超えない期間内に当該

料金を設定するものとする。 

将来的に、音声通話サービスに係る卸電気通信役務の代替手段として、

接続による音声通話サービスの提供が実現し有効に機能していると客観的

に認められる場合には、該当する接続約款の届出後、当事者の一方は相手

方当事者に対し、音声通話サービスに係る卸電気通信役務の提供料金及び

提供条件についての再協議を請求することができるものとし、相手方当事

者はこの請求に応じて真摯に協議を行わなければならないものとする。こ

の場合において、当事者の一方は、相手方当事者に対する３月の事前通告

により、本裁定による債権債務関係を将来に向かって消滅させることがで

きるものとする。ただし、相手方当事者から、当該通告を行った当事者に

対し、本裁定による債権債務関係の継続の申入れがあった場合は、当該通

告があった日から１年を超えない期間において本裁定による債権債務関係

は継続するものとする。 

 

裁定が求められている事項２について 

株式会社ＮＴＴドコモは、日本通信株式会社に対して提供する音声通話

サービスに係る卸電気通信役務の料金において、能率的な経営の下におけ

る適正な原価に適正な利潤を加えた金額を基本とする料金により、株式会

社ＮＴＴドコモがエンドユーザ向けの音声通話サービスの料金として設定

している「かけ放題オプション」及び「５分通話無料オプション」と同じ

課金単位の料金設定を行うべきとすることは適当ではない。 

以上 

 

理   由 

（略） 
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イ 株式会社ＮＴＴドコモ宛て

電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第３９条において準用する

同法第３５条第３項の規定に基づき、令和元年１１月１５日付けで日本通

信株式会社より申請のあった貴社の卸電気通信役務の提供に係る裁定申請

について、別添のとおり裁定したので、 同条第６項の規定に基づき通知し

ます。 

（以下略） 

別添 

（以下、日本通信株式会社宛ての通知と同じ。） 
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第Ⅲ部 委員会のその他の活動状況等 

第１章 政策担当部局等からのヒアリング 

 

委員会は、急速に変化しながら発展を続ける電気通信分野の市場環境や政策動

向等を平素から十分に把握し、具体的紛争事案の提起に備える必要がある。 

 このため、令和２年度には、委員会において次のとおり、政策担当部局等から

関係分野に関する情報収集等を行った。 

 
１ 政策担当部局からのヒアリング 
（１）令和２年１０月１２日 第２０６回委員会 

総合通信基盤局から「電気通信事業分野における市場検証（令和元年度）

年次レポートの概要」について説明を受け、意見交換を行った。 

【説明の概要】 

・ 電気通信事業分野における市場動向の分析・検証を充実させ、電気通信事業者

の業務の適正性等に関するモニタリング機能の強化等を図るに当たり、客観的

かつ専門的な見地から助言を得ることを目的として設置されている、学識経験

者等で構成する電気通信市場検証会議（座長：大橋 弘 東京大学大学院経済

学研究科教授・東京大学公共政策大学院院長）から助言を得て、「電気通信事業

分野における市場検証（令和元年度）年次レポート」を令和２年８月３１日に

公表した。 

・ 「年次レポート」では、移動系通信市場や固定系ブロードバンド市場における

小売・卸売市場別の契約数及び事業者別シェアに関するデータや利用者向けア

ンケート結果等に基づき、電気通信市場における競争状況の分析を行った。 

・ さらに、令和元年度からの新しい試みとして、IoT 向け通信サービスに特化し

た競争状況の評価に向けた考え方の整理を行った。 

・ また、電気通信事業者の業務の適正性等の確認について、令和元年度は、３つ

の事項（①固定系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等、②移動系通信

に関する電気通信事業者の業務の状況等、③市場支配的な電気通信事業者に対

する禁止行為規制に関する遵守状況等）を中心に確認を行った。 

・ 電気通信事業分野における市場動向の分析、電気通信事業者の業務の適正性等

の確認の結果を踏まえ、固定系通信市場及び移動系通信市場のそれぞれについ

て検証を実施し、今後取り組むべき課題等を整理した。 

・ 固定系通信市場に関する検証結果 

① 設備ベースでは、依然として FTTH 市場における NTT 東西の存在感が大き
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い状況であり、引き続き、競争阻害的な行為や不当な差別的取扱い等に該当

する行為がないかについて注視する必要がある。 

② 「事業者変更」の開始により、固定系ブロードバンド市場における競争状況

に大きな変化が生じたといったような状況は確認されなかったが、サービス

卸を利用しないで固定系ブロードバンドサービスを提供する事業者を含め

た競争状況について引き続き注視する必要がある。 

③ FTTH サービスの選択に当たり、サービス自体の料金やサービス内容以外の

要素に強く誘引されていることがうかがえる結果がみられたことから、事業

者におけるサービスの提供条件等について引き続き注視するとともに、各種

のスイッチングコストの存在が利用者の選択に与える影響について把握・分

析する必要がある。 

④ 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う、利用者の通信サービスの利用意向

の変化及び当該利用意向の変化が各市場における競争に与える影響につい

ても把握を行う必要がある。 

・ 移動系通信市場に関する検証結果 

① 電気通信事業法の一部改正（令和元年１０月）、楽天モバイル株式会社によ

るＭＮＯサービスの提供開始、一部移動系通信事業者による５Ｇサービスの

提供開始などにより、市場環境に大きな変化が生じることが予想されること

から、引き続き情報等を多角的に分析することを通じ、市場構造の変化を的

確に把握するとともに、事業者による競争阻害的な行為の有無について検証

する必要がある。 

② 一部の電気通信事業者においては、ポイントサービスや決済サービス等の提

供を行っており、通信サービスとの連携もみられる。通信サービスに付帯し

て利用者に提供されるサービスの提供状況について把握するとともに、電気

通信事業分野における事業者間の公正競争を確保する上での課題の有無に

ついて引き続き分析する必要がある。 

③ 【固定系通信市場と共通】新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う、利用者

の通信サービスの利用意向の変化及び当該利用意向の変化が各市場におけ

る競争に与える影響についても把握を行う必要がある。 

 

（２）令和２年１１月２０日 第２０７回委員会 

総合通信基盤局から「モバイル市場に関する最近の政策動向」について説

明を受け、意見交換を行った。 

【説明の概要】 

・ 「競争ルールの検証に関する報告書２０２０」（令和２年１０月策定）では令和

元年１０月に施行した改正電気通信事業法の施行後１年目のモバイル市場にお
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ける競争環境を評価・検証し、併せて、モバイル市場及び固定通信市場におけ

る課題についても評価・検証を行った。 

・ 上記報告書や様々な課題、市場環境を踏まえ、さらなる公正競争環境の整備を

通じて、低廉で多様なサービスを実現するという観点から、総務省として今後

取り組むべき事項をまとめ、令和２年１０月２７日に「モバイル市場の公正な

競争環境の整備に向けたアクション・プラン」を公表した。 

・ 同アクション・プランで掲げている具体的な取組は、次のとおりである。 

① 分かりやすく、納得感のある料金・サービスの実現（第１の柱） 

⑴ 改正事業法の着実な執行（通信料金・端末代金の完全分離） 

⑵ 誤解を与える表記の是正（「頭金」問題等） 

⑶ 消費者の一層の理解促進（ポータルサイト構築） 

⑷ 中古端末を含めた端末流通市場の活性化 

② 事業者間の公正な競争の促進（第２の柱） 

⑴ データ接続料の一層の低廉化（３年間で５割減） 

⑵ 音声卸料金の一層の低廉化 

⑶ 周波数の有効利用の促進 

⑷ インフラシェアリングの促進 

③ 事業者間の乗換えの円滑化（第３の柱） 

⑴ 改正事業法の着実な執行（過度の拘束期間の禁止） 

⑵ 番号持ち運び制度（ＭＮＰ）の利用環境の整備 

⑶ キャリアメールの持ち運び実現の検討 

⑷ ＳＩＭロック解除の推進 

⑸ eＳＩＭの促進 

⑹ 固定と携帯のセット割引等の検証 

・また、特に乗換えの円滑化に関する取組については、非常に様々な課題が残さ

れている状況であり、新たにスイッチングを円滑化するための諸課題を検討し

ていく場を設けることを考えている。 
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モバイル市場の公正な競争環境の整備に向けたアクション・プラン［概要］

［第１の柱］ 分かりやすく、納得感のある料金・サービスの実現

ア 過度に複雑な料金プランやサービスは、利用者の正確な理
解や適切な選択の妨げ。

イ 公正な競争は、利用者が料金やサービスの内容を理解できる
ことが前提。

① 改正事業法の着実な執行（通信料金・端末代金の完全分離）【本年秋に指針改正】

② 誤解を与える表記の是正（「頭金」問題等） 【年度内に調査し、是正】

③ 消費者の一層の理解促進（ポータルサイト構築） 【年内に構築、順次拡充】

④ 中古端末を含めた端末流通市場の活性化 【引き続き実施】

［第２の柱］ 事業者間の公正な競争の促進

ア ネットワークの使用料（接続料等）は、MVNOによる料金設定を
左右。適正性の十分な確保が必要。

イ MNO間の公正な競争環境の整備が必要。

① データ接続料の一層の低廉化（3年間で5割減） 【年度内検討開始】

② 音声卸料金の一層の低廉化 【来夏までに検証結果公表】

③ 周波数の有効利用の促進 【本年度中に検討開始】

④ インフラシェアリングの促進 【引き続き実施】

［第３の柱］ 事業者間の乗換えの円滑化

ア 公正な競争には、現に加入している契約に過度に縛られずに
乗り換えられる環境の整備が重要。

イ 過度な期間拘束や引き留め、コスト負担、固定と携帯のセット
割引等による過度な囲い込み等の課題が指摘。

ウ スイッチングコストを低下させるための取組が必要。

① 改正事業法の着実な執行（過度の期間拘束の禁止） 【四半期毎に進捗を管理】

② 番号持ち運び制度（ＭＮＰ）の利用環境の整備 【来年度より指針施行】

③ キャリアメールの持ち運び実現の検討 【年度内に検討】

④ ＳＩＭロック解除の推進 【今秋以降、検討の場を設置】

⑤ eＳＩＭの促進 【来夏までに指針を公表】

⑥ 固定と携帯のセット割引等の検証 【今秋以降実施】

利用者の理解を助ける

多様で魅力的なサービスを生み出す

乗換えを手軽にする

 携帯電話は生活必需品となり、国際的に遜色がない水準で国民・利用者にとって分かりやすく納得のできる料金・サービスの実現が必要。

 総務省は、モバイル市場における公正な競争環境を確保するため、以下の事項を強力に推進。

 携帯電話事業者においても、公正な競争環境の下、各自の経営判断に基づき、不断の取組みを行うことが期待される。

 公正取引委員会や消費者庁と協力するとともに、今後の電波の割当ての際に上記２．の取組みを審査し、条件の実施状況を着実に検証する。

 モバイル市場の競争状況については、毎年検証し、必要に応じて、取組の見直しや追加的な対策を取りまとめる。

１．基本的な考え方

２．具体的な取組み

３．今後の進め方

令和２年10月27日

 
※ 第２０７回委員会（令和２年１１月２０日）総合通信基盤局説明資料抜粋 

 

 
２ 事業者団体からのヒアリング（令和３年２月２日 第２０８回委員会）  

一般社団法人テレコムサービス協会から「ＦＶＮＯ委員会の現状と課題」及

び「ＭＶＮＯ委員会の現状と課題」について、説明を受け、意見交換を行った。 

 ※ 当事者又は第三者の権利、利益を害するおそれがあるため、電気通信紛争

処理委員会運営規程第１６条第１項の規定に基づき非公開で開催した。 
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第２章 「ＭＶＮＯサービスの提供に係る事業者間紛争に関する調査

研究」の報告 

 

委員会では、紛争処理を行う際の基礎資料とするために、事務局において実施

した「ＭＶＮＯサービスの提供に係る事業者間紛争に関する調査研究」の概要に

ついて、第２０６回委員会（令和２年１０月１２日）で報告を受け意見交換を行っ

た。 

【説明の概要】 

 

１ 調査の背景と目的 

市場環境の変化や政策動向等を踏まえ、ＭＶＮＯサービスにおける事業者間の

契約・協議に関する現状と課題を把握するとともに、市場環境の変化に対するＭ

ＶＮＯの認識を明らかにすることによって、今後の紛争処理や相談対応の基礎資

料とするもの。 

 

２ 調査結果 

（１）事業者間の契約・協議に関する現状と課題 

① 事業者団体ヒアリング調査結果 

・ ＭＶＮＯ数の増加等を背景に、大手ＭＶＮＯを中心に、各社の戦略や希

望する契約規模・内容等に基づき、サービスの適性を検討し、ＭＮＯを選

定するようになってきている。 

・ ＭＶＮＯビジネスが洗練され、従来のように契約の都度調整するのでは

なく、ＭＮＯの準備したプランを選択する方式に変わってきたことから、

契約時のトラブルは減少傾向にある。 

・ 契約の自由度が下がることにより、本来の希望どおりの契約とならない

ケースが増え、紛争は当事者しかわからないところで起こる可能性があ

る。 

② 個別事業者アンケート調査結果 

   ・ ＭＮＯとの契約形態は、卸役務の契約が大多数を占める。理由としては、

「自らの事業形態やネットワーク構成が接続約款に基づく契約になじま

ない」、「契約交渉の期間が短縮でき、早くビジネスを開始できる」等が挙

げられた。 

   ・ ＭＮＯと直接契約する２６事業者のうち、契約交渉で「少し不満がある」

と回答したのは４社。苦労した点としては「交渉の余地がほとんどない」、

「申し込みの受理、交渉・契約に時間がかかる」等が挙げられ、解決策と
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しては「解決できていない」、「門前払いであった」等が挙げられ、有効な

解決策は見られなかった。 

 MNOと直接契約する事業者（26社）のうち、契約交渉で「少し不満がある」と回答したのは４社。

 苦労した点としては、「交渉の余地がほとんどない」「申し込みの受理、交渉・契約に時間がかかる」等

が挙げられた。

 なお、契約交渉時の不満等に関する解決策については、「解決できていない」「門前払いであった」等の

回答があるのみで、有効な解決策は見られなかった。

（２）個別事業者アンケート調査結果 ③MNOとの交渉の実態

図表７：MNOとの契約交渉での不満・苦労 契約交渉で苦労した点（具体的な内容）

（契約手続き）
• 事前協議に時間がかかり、申し込みが受理されるまで時間が
かかる (2社)

• 手続きが定まっていないため、交渉・契約に時間がかかる (2社)

（サービス内容）
• 内容に関する交渉の余地が殆どない (3社)

（料金・価格帯）
• 利用料金 (2社)、SIMの借用や紛失時の費用 (2社)
• 細かな条件に応じた料金設定、小刻みな料金設定がない (1社)

（納期・期間）
• SIM調達に時間がかかる (1社)

（人材・ノウハウ）
• MNO事業者との契約を有利に進めることができる人材が社内
にいない (1社）

19

4

0

3

0 10 20

不満はない

少し不満がある

不満がある

無回答

全体（ｎ＝26）

10  
※ 第２０６回委員会（令和２年１０月１２日）事務局説明資料抜粋 

 

③ 個別事業者ヒアリング調査結果 

・ 料金を含む契約内容について、交渉の余地がないとの意見が多かった。 

・ ＭＶＮＯ側は、各事業者の規模等の事業特性に適した条件を盛り込んだ

契約を希望しているが、ＭＮＯ側は、公平性を担保するため、ＭＶＮＯに

対する個別対応を一切行っていないとしている。 

・ ＭＮＯとの交渉は、ＭＶＮＯ各社で行うよりも、複数のＭＶＮＯの意見

をまとめて進める方法が有効と考えられている。 

 

（２）市場環境の変化に対するＭＶＮＯの認識 

① 事業者団体ヒアリング調査結果 

・ 人口減少により消費者のパイが小さくなり、これに加えてさらに消費者

向けの料金が下がると、卸価格の設定や契約内容等に関する事業者間トラ

ブルが発生する可能性がある。 

   ・ ＭＮＯ、ＭＶＮＯがＷｉｎ－Ｗｉｎのパートナーシップを結ぶことで、

より良いサービスの提供、消費者からの対価によるより良いインフラの構

築、さらに、より良いサービスの提供というポジティブなサイクルを起こ

す環境整備が重要。 
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② 個別事業者アンケート調査結果 

・ ＭＶＮＯ市場の変化に関しては、「５Ｇ対応のＭＶＮＯサービス提供」、

「ＭＶＮＯ向け音声利用料金の引き下げ」、「多くの業種がＭＶＮＯ市場に

参入」等についての関心が高い。社会変化や政策動向に関しては、「５Ｇ・

ローカル５Ｇのサービス内容や通信料の設定」、「関連する法制度の整備状

況」等についての関心が高い。 

・ 委員会の認知度向上のための取組として、「電気通信事業者へのお知ら

せの頻度を高める」との回答が多く、情報発信してほしい内容として、「Ｍ

ＶＮＯ等関係業界における具体的な相談・あっせん事例」との回答が多

かった。 

15

18

32

19

8

1

0 10 20 30 40

本委員会への相談が、電話・メールいずれでも
可能であることの周知

MVNOガイドライン(※)の内容の改定

ホームページ等を通じた、MVNO等関連業界
における具体的な相談・あっせん事例の紹介

電気通信事業者へのお知らせ内容の見直し

裁判による訴訟手続きと比較して
簡易かつ無料であることの周知

その他

全体（ｎ＝55）

19

20

33

4

0 10 20 30 40

プッシュ型の情報通知（メールマガジン
や郵送等）の機会を増やす

MVNOガイドライン(※)の周知・普及
を進める

電気通信事業者へのお知らせの
頻度を高める

その他

全体（ｎ＝55）

 委員会の認知度向上のための有効な取組としては、「電気通信事業者へのお知らせの頻度を高める」

との回答が最も多い。

 認知度向上のために情報発信してほしい内容としては、「MVNO等関係業界における具体的な相談・

あっせん事例」等が挙げられた。

（２）個別事業者アンケート調査結果 ③委員会の認知度向上

図表18：情報発信してほしいと思う内容図表17：認知度向上のための取組

(※) MVNOに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン

18  
※ 第２０６回委員会（令和２年１０月１２日）事務局説明資料抜粋 

 

③ 個別事業者ヒアリング調査結果 

＜市場環境の変化・影響及び今後発生し得る紛争＞ 

・ ５Ｇについて、普及のためにはＭＶＮＯによる後押しも重要、設備投

資費がＭＶＮＯへの卸価格に上乗せされることを危惧するといった意

見が寄せられた。 

・ 他業種の参入や新規ＭＮＯの参入に注目するＭＶＮＯが多い。卸価格

があまり変わらない、ＭＮＯが増えず選択肢が限られるといった閉塞感

が背景にあると考えられる。 

＜委員会に対する期待等＞ 

・ 委員会が紛争発生時の相談先として事業者の安心感につながると

いった意見がある一方、他業界から参入してきた事業者は委員会を活用
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しづらいのではとの意見もあった。 

・ 委員会の名称は知っているが、どのようなトラブルに対してどのよう

な支援が得られるのか、その役割についてイメージがつかないといった

意見、自身の苦労している点が委員会で取り扱うケース程度に深刻では

ないと感じる事業者も多かった。 

・ 具体的な相談・あっせん事例を図解した情報の発信にニーズがあると

の意見が複数あった。 

・ 中小規模の事業者は、交渉余地がないと感じる等、効果的な対処方法

を有していないようであり、委員会において、紛争解決に係る支援策の

検討を行うことが望ましいとの意見があった。 

 

３ まとめ 

・ ＭＮＶＯビジネスの洗練化により、表面化しづらい紛争が増加する可能性が

あるが、特に中小規模の事業者は紛争解決に向けた効果的な手段を有していな

い。 

・ 一方、委員会の担う具体的な役割等に関する認知が十分でない。 

・ 今後は、委員会の果たす役割や機能、具体的な紛争処理事例に関するさらな

る情報発信や、中小規模の事業者を中心に、具体的な課題やニーズの抽出等に

取り組むことが必要である。 

 MVNOビジネスの洗練化により、表面化しづらい紛争が増加する可能性。また、特に中小規模の事業者は交渉の余地
がないなど、紛争解決に向けた効果的な手段を有していない。

 その一方、事業者においては、委員会の担う具体的な役割等に関する認知が十分でない。

まとめ

〇市場環境に対するMVNOの認識

〇事業者間の契約・協議に関する現状と課題

①契約・協議に関す
る現状

• 企業競争の激化、多様なサービスの普及を背景として、大手を中心に、各社で戦略や希望する契約規模・内容等に基
づき、MNOのサービスを吟味し、選定する傾向。

②契約・協議に関す
る課題

• 当事者間の契約経験の蓄積等により、MVNOビジネスが洗練され、トラブルは減少傾向。

• その一方、契約の自由度が下がってきていることから、本来MVNO事業者が希望している契約どおりにいかないケース
も増え、表面化しづらいところで紛争が起こりうる可能性。

• MNO、MVNEとの契約について、特に中小規模の事業者は交渉の余地がないと感じる等、効果的な手段を有していな

いと推察される。

③事業者間で取り
得る対応策

• MNOとの契約交渉は、複数のMVNO事業者の意見を取り込み、進めていく方法が有効ではないか。

• 事業者間のみで解決できないような背景を考慮し、総務省など第三者機関による紛争解決にも期待。

④市場環境の変化
に伴い発生し得る
紛争

• 5Gの進展は、事業機会拡大の観点から期待がある一方、MNOの優位性向上に対する懸念も存在。

• MVNO業界の閉塞感等を背景とし、多業種の参入・新規MNOの参入に注目する事業者も多い。

⑤委員会に対する
期待等

• 委員会の担う具体的な役割等に関する認知が十分でなく、どのようなトラブルに対して支援が得られるのかイメージが
つかない等の意見も多い。

• 自身の苦労している点が委員会の取り扱うケースほどは深刻ではないと感じる事業者も多い。

21

今後は、委員会の果たす役割や機能、具体的な紛争処理事例に関するさらなる情報発信や、中小規模の事業者を中心に、
具体的な課題やニーズの抽出などに取り組むといったことも考えられる。

 

※ 第２０６回委員会（令和２年１０月１２日）事務局説明資料抜粋 
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第３章 周知広報、利便性向上等のための取組 

 

 委員会の認知度及び利便性の向上等のため、次の取組を行った。 

 

１ 講演会等における委員会業務説明 
 一般社団法人テレコムサービス協会と連携し、令和２年１１月１０日に開催

された第３０回ＭＶＮＯ委員会（オンライン開催）において、電気通信事業者

等に対し、委員会の概要、あっせん・仲裁の手続、主な紛争処理事例、事業者

等相談窓口等について、事務局職員による説明を行った。 

  

２ 総合通信局等を通じた周知等 
  令和２年１１月２６日の総合通信局等情報通信部長等会議において、総合通

信局等に対し、事務局から委員会の周知について協力依頼を行った。 

  総合通信局等においては、管区内の通信・放送事業者を対象に、講演会やイ

ベント等における委員会パンフレットの配布等を行うとともに、庁舎内での委

員会パンフレットの配置やホームページへの委員会バナーの掲載等の取組を

通じて委員会の周知が行われている。 

 

３ 電気通信事業者への資料の送付 

  所管部局に依頼し、全国の届出電気通信事業者に対し、委員会が取り扱う事

案及び事業者等相談窓口等を記載した資料を送付した。 

 

４ 電気通信紛争処理マニュアルの改訂 

  委員会が関係する紛争解決のための制度の手続の解説と実際に処理した事

例の紹介をまとめた「電気通信紛争処理マニュアル－紛争処理の制度と実務－」

について、平成２９年４月から令和２年１２月までに処理した１件のあっせん

事例及び１件の総務大臣からの諮問に対する審議・答申事例の追加、関係資料

の現行化等を同年１２月に行い、関係各所に配布するとともに、委員会ホーム

ページに掲載した。 
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第４章 委員会に関係する制度改正等 

 

 令和２年度における委員会に関係する主な制度改正等は次のとおり。 

 

１ Web会議システムを利用した会議への出席の実現 

委員会では、昨今の新型コロナウイルス感染症の状況等に鑑み、委員等によ

るWeb会議システムを利用した会議への出席を可能とするための所要の規定

整備として、第２０５回委員会（文書による審議）において、「Web会議システ

ムを利用した会議への出席について」の制定を決定した（制定日は令和２年８

月２８日。）。 

  規定の内容のポイントは次のとおり。 

① 委員長が必要と認めるときは、委員等は、Web会議システムを利用して会

議に出席することができる。 

② Web会議システムによる出席は、定足数上、電気通信紛争処理委員会令に

規定する出席に含めるものとする。Web会議システムの利用において、映像

を送受信できなくなった場合であっても、音声が即時に他の委員等に伝わり、

適時的確な意見表明を委員等相互で行うことができるときも同様とする。 

③ Web会議システムの利用において、音声が送受信できなくなった場合には、

音声が送受信できなくなった時刻から退席したものとみなす。 

④ Web会議システムによる出席は、できる限り静寂な個室その他これに類す

る施設で行わなければならない。 

なお、会議が非公開で行われる場合は、委員等以外の者に視聴させてはな

らない。 

 

２ あっせんの申請及び仲裁の申請における押印の廃止 
  規制改革実施計画（令和２年７月１７日閣議決定）では、行政手続等のうち、

法令等又は慣行により、国民や事業者に対して押印を求めているものについて、

「恒久的な制度的対応として、年内に、規制改革推進会議が提示する基準に照

らして順次、必要な検討を行い、法令、告示、通達等の改正等を行う」とされ、

規制改革推進会議が提示する基準として、行政手続における書面主義、押印原

則、対面主義の見直しについて（再検討依頼）（令和２年５月２２日規制改革

推進会議議長）では、「押印の必要性を厳しく検証し、真に必要な場合を除き、

押印を廃止する」とされた。 

電気通信紛争処理委員会手続規則（平成１３年総務省令第１５５号。以下「手
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続規則」という。）では、あっせんの申請及び仲裁の申請についての様式を定

めており、当該様式では、押印を求めているところ、総務省では、検討の結果、

押印を求める積極的意味合いが大きいとは言えないことから、手続規則の一部

改正を行い、押印を廃止した（施行日は令和２年１２月１日。）。 

改正内容としては、手続規則に定める様式第１から様式第６までの氏名を記

載する箇所について、次表のように改正した。 

改正後 改正前 

（ふりがな） 

氏  名（法人にあっては、名称

及び代表者の氏名を記載

すること。） 

（ふりがな） 

氏  名（自筆で記入したときは、

押印を省略できる。法人

にあっては、名称及び代

表者の氏名を記載するこ

ととし､代表者が自筆で

記入したときは､押印を

省略できる。） 

印 

   ※ 下線部分が変更部分。 
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これまでの紛争処理終了案件の一覧 

Ⅰ あっせん・仲裁 

１ あっせん 

【電気通信事業法関係】 

（１）接続の諾否に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１４年 (争 ) 

第５号 

H14.2.13 申請 

H14.3.6 終了 

彩ネット(株) 彩ネット(株)によるNTT東日

本の中継光ファイバとの接

続 

合意により解決 

NTT東日本 

平成１６年 (争 ) 

第３号～第４号 

H16.8.31 申請 

H16.11.1 終了 

ソフトバンク

BB(株)
ソフトバンクＢＢ(株)による

NTT東日本及びNTT西日

本の中継光ファイバとの接

続

合意により解決 

※あっせん案受諾NTT東日本 

NTT西日本 

平成２１年 (争 ) 

第１号 

H21.9.15 申請 

H22.1.21 終了 

関西ブロード

バンド(株) 
関西ブロードバンド(株)によ

るNTT西日本の中継光ファ

イバとの接続

合意により解決 

※あっせん案受諾
ＮＴＴ西日本 

平成２１年 (争 ) 

第３号 

H21.12.28 申請 

H22.1.15 終了 

生活文化セ

ンター(株) 生活文化センター(株)によ

るＮＴＴドコモとのレイヤ２等

での接続 

あっせん不実行 

（参考）本件終了後の経過 

総務大臣の接続協議 

再開命令申立て ＮＴＴドコモ 

（２）接続に係る費用負担（接続料及び網改造料等）に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１４年 (争 ) 

第６号 

H14.2.25 申請 

H14.3.12 終了 

彩ネット(株) 彩ネット(株)によるNTT東日

本に対する網改造料の支

払義務の有無 

合意により解決 

※あっせん案受諾
NTT東日本 

平成１４年 (争 ) 

第９号～第２３号 

H14.7.4 申請 

H14.7.23 終了 

Ａ社 
Ａ社によるＶｏＩＰサービスに

係るＢ社等各社との接続に

関する事業者間精算の方

法 

合意により解決 

※あっせん案受諾
Ｂ社等各社 

平成１６年 (争 ) 

第５号～第６号 

H16.12.17 申請 

H17.2.22 終了 

NTT東日本 

NTT西日本 
NTT東日本及びNTT西日

本による法人向けＩＰ電話

網と平成電電(株)電話網と

の接続条件（接続料等） 

合意により解決 

 (参考)本件申請前の経緯 

仲裁申請（仲裁不実行） 平 成 電 電

(株) 
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事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１７年 (争 ) 

第２号～第３号 

H17.7.8 申請 

H17.10.4 終了 

Ａ社 
Ａ社によるＢ社及びＣ社と

の接続に関する網改造の

費用負担（ソフトウェア開発

費用全額の預託金） 

合意に至らず申請取下げ 
Ｂ社 

Ｃ社 

平成１８年 (争 ) 

第１号～第１４号 

H18.8.9 申請 

H19.3.27 終了 

Ａ社等各社 Ａ社等各社によるＢ社との

接続に関する網使用料の

費用負担 

合意に至らず申請取下げ 

Ｂ社 

平成２１年 (争 ) 

第２号 

H21.10.27 申請 

H22.1.14 終了 

(有)ナインレ

イヤーズ 
(有)ナインレイヤーズによる

NTT西日本との接続に係る

債権保全措置の要否 

合意により解決 

ＮＴＴ西日本 

平成２３年 (争 ) 

第１号 

H23.5.18 申請 

H24.1.23 終了 

ＮＴＴドコモ ＮＴＴドコモによるソフトバン

クモバイル(株)の接続料の

算定根拠の開示 

あっせん打切り 
ソフトバンク

モバイル(株) 

平成２３年 (争 ) 

第２号 

H23.6.9 申請 

H24.1.23 終了 

ソフトバンク

モバイル(株) 
ソフトバンクモバイル(株)に

よるＮＴＴドコモの接続料の

再精算等 

あっせん打切り 

ＮＴＴドコモ 

平成２３年 (争 ) 

第３号～第４号 

H23.6.9 申請 

H24.2.21 終了 

ソフトバンク

テレコム(株) 
ソフトバンクテレコム(株)に

よるNTT東日本及びNTT西

日本との接続に係るジャン

パ工事費の見直し 

合意により解決 
NTT東日本 

NTT西日本 

 

（３）接続のための工事・網改造等に関する紛争 

  ア 接続に必要な工事 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１４年 (争 ) 

第２号 

H14.2.12 申請 

H14.4.9 終了 

ビー・ビー・

テクノロジー

(株) 

ビー・ビー・テクノロジー(株)

によるNTT西日本の端末回

線との接続に必要なＭＤＦ

ジャンパ工事の方法 

あっせん打切り 

（参考）本件終了後の経過 

仲裁申請（仲裁不実行） 

総務大臣の接続協議 

再開命令申立て 
NTT西日本 

  イ 設備の利用・運用 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１４年 (争 ) 

第７号～第８号 

H14.4.30 申請 

H14.5.10 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社及びＣ社の

設備に対する工事（Ａ社の

上位プロバイダ変更に伴う 

ＩＰアドレス設定変更）の早

期実施 

合意により解決 Ｂ社 

Ｃ社 
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ウ 接続協定の細目

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１９年 (争 ) 

第１号～第２号 

H19.3.23 申請 

H19.4.5 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社及びＣ社と

のジャンパ線切替工事等に

関する接続協定の細目等 

あっせん不実行 Ｂ社 

Ｃ社 

（４）接続に必要な工作物の利用（コロケーション等）に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１３年（争）

第１号 

H13.12.27 申請 

H14.1.25 終了 

Ａ社 
Ａ社による自社伝送路と他

事業者が設置する伝送装

置との間の接続(横つなぎ)

に必要なＢ社のコロケー

ションスペースの利用

合意により解決 

Ｂ社 

平成１４年 (争 ) 

第１号 

H14.2.1 申請 

H14.2.14 終了 

イー・アクセ

ス(株)

イー・アクセス (株 )による

NTT東日本のコロケーショ

ンスペース、電源及びＭＤ

Ｆの利用

合意により解決 

（参考）本件に関連した措置 

総務大臣に対する勧告 NTT東日本 

平成１４年 (争 ) 

第３号 

H14.2.12 申請 

H14.2.26 終了 

イー・アクセ

ス(株)
イー・アクセス (株 )による

NTT西日本のコロケーショ

ンスペース、電源及びＭＤ

Ｆの利用等

合意により解決 

NTT西日本 

平成１４年 (争 ) 

第４号 

H14.2.13 申請 

H14.4.2 終了 

イー・アクセ

ス(株)

イー・アクセス (株 )による

NTT西日本のコロケーショ

ンスペース、電源及びＭＤ

Ｆの利用

合意により解決 

※あっせん案受諾
NTT西日本 

平成１５年 (争 ) 

第２号 

H15.6.11 申請 

H15.6.25 終了 

平 成 電 電

(株) 平成電電(株)によるNTT東

日本の設備（ＭＤＦ）の利用 
合意により解決 

NTT東日本 

（５）卸電気通信役務の提供のための契約の細目に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成２５年（争） 

第１号 

H25.10.30 申請 

H26.2.13 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社との卸電気

通信役務の提供に係る料

金等の見直し 

合意により解決 

※あっせん案受諾
Ｂ社 

平成２７年（争） 

第１号 

H27.3.10 申請 

H27.3.23 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社との卸電気

通信役務の提供に係る契

約の延長 

あっせん不実行 

Ｂ社 
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事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成２７年（争） 

第２号 

H27.6.9 申請 

H27.11.24 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社との卸電気

通信役務の提供に係る料

金等の見直し 

合意により解決 

Ｂ社 

平成２８年（争） 

第１号 

H28.4.25 申請 

H28.12.28 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社との卸電気

通信役務の提供に係る契

約の締結等 

合意により解決 

※あっせん案受諾及び当事

者間による合意Ｂ社 

平成２８年（争） 

第２号 

H28.12.2 申請 

H28.12.15 終了 

Ａ社 Ａ社による NTTコミュニ

ケーションズ(株)との卸電

気通信役務の提供に係る

料金等の見直し

あっせん不実行 NTTコミュニ

ケーションズ

(株)

（６）契約締結の媒介その他の業務委託に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１７年 (争 ) 

第１号 

H17.4.14 申請 

H17.5.13 終了 

イー・アクセ

ス(株)
イー・アクセス(株)による

NTT西日本とのフレッツ

サービス受付業務の再開

合意により解決 

NTT西日本 

平成３０年（争）

第１号 

H30.10.9 申請 

H30.11.6 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社との取次代

理店契約等に関する手数

料 

あっせん不実行 

Ｂ社 
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【放送法関係】 

地上基幹放送の再放送の同意に関する紛争 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成２３年（争）

第５号 

H23.7.15 申請 

H24.2.23 終了 

松阪市ケー

ブルシステム 
松阪市ケーブルシステム

によるテレビ愛知(株)の地

上テレビジョン放送の再放

送の同意 

合意により解決 

※あっせん案受諾 
テ レ ビ 愛 知

(株) 

平成２３年 (争 ) 

第６号 

H23.7.15 申請 

H24.2.23 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社の地上テレ

ビジョン放送の再放送の

同意 

合意により解決 

※あっせん案受諾 
Ｂ社 

平成２３年 (争 ) 

第７号 

H23.7.15 申請 

H24.2.23 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社の地上テレ

ビジョン放送の再放送の

同意 

合意により解決 

※あっせん案受諾 
Ｂ社 

平成２４年（争） 

第１号 

H24.9.3 申請 

H25.10.31 終了 

Ａ組合 Ａ組合によるＢ社の地上テ

レビジョン放送の再放送の

同意 

合意により解決 

Ｂ社 

平成２４年（争） 

第２号 

H24.9.4 申請 

H25.10.31 終了 

Ａ組合 Ａ組合によるＢ社の地上テ

レビジョン放送の再放送の

同意 

合意により解決 

Ｂ社 

平成２６年（争） 

第１号 

H26.7.23 申請 

H26.10.21 終了 

大分ケーブ

ル テ レ コ ム

(株) 

大分ケーブルテレコム(株)

による九州朝日放送(株)

の地上テレビジョン放送の

再放送の同意 

合意により解決 

※あっせん案受諾 
九州朝日放

送(株) 

平成２６年（争） 

第２号 

H26.7.23 申請 

H26.10.21 終了 

大分ケーブ

ルネットワー

ク(株) 

大分ケーブルネットワーク

(株)による九州朝日放送

(株)の地上テレビジョン放

送の再放送の同意 

合意により解決 

※あっせん案受諾 
九州朝日放

送(株) 

平成２６年（争） 

第３号 

H26.7.23 申請 

H26.10.21 終了 

(株)ケーブル

テレビ佐伯 

(株)ケーブルテレビ佐伯に

よる九州朝日放送(株)の

地上テレビジョン放送の再

放送の同意 

合意により解決 

※あっせん案受諾 九州朝日放

送(株) 
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２ 仲裁 

【電気通信事業法関係】 

（１）接続に係る費用負担（接続料及び網改造料等）に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１６年(争) 

第１号～第２号 

H16.4.2 申請 

H16.4.27 仲裁 

不実行通知 

NTT東日本 

NTT西日本 
NTT東日本及びNTT西日

本による法人向けＩＰ電話

網と平成電電(株)電話網と

の接続条件（接続料等） 

仲裁不実行 

（参考）本件終了後の経過 

あっせん申請（合意によ

り解決） 
平 成 電 電

(株) 

（２）接続のための工事・網改造等に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１５年（争）

第１号 

H15.2.14 申請 

H15.2.21 仲裁 

不実行通知 

ソフトバンク

BB(株) ソフトバンクBB(株)による

NTT西日本の端末回線と

の接続に必要なＭＤＦジャ

ンパ工事の方法

仲裁不実行 

（参考）本件申請前の経緯 

あっせん申請（あっせん 

打切り） 

（参考）本件終了後の経過 

総務大臣の接続協議 

再開命令申立て 

NTT西日本 
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Ⅱ 総務大臣からの諮問に対する審議・答申 

【電気通信事業法関係】 

（１）接続協定等に関する協議命令

答申日等 事案の概要等 

平成１５年８月２０日

電委第５７号 

H15.7.16 諮問 

H15.8.20 答申 

ソフトバンクBB(株)からの申立てを受けた、DSLサービス提供のた

めのNTT西日本との接続に関する接続協議再開命令（平成１５年

５月１６日申立て）

<参考>本答申前の経緯 

あっせん申請（あっせん打切り） 

仲裁申請（仲裁不実行） 

平成２２年７月８日 

電委第４２号 

H22.6.29 諮問 

H22.7.8 答申 

生活文化センター(株)からの申立てを受けた、直収パケット交換機

接続（レイヤ２接続）等についての、NTTドコモとの接続に関する接

続協議再開命令（平成２２年１月２５日申立て） 

<参考>本答申前の経緯 

あっせん申請（あっせん不実行） 

平成２９年１月２７日 

電委第４号 

H28.12.8 諮問 

H29.1.27 答申 

日本通信(株)からの申立てを受けた、ソフトバンク(株)が販売した

ＳＩＭロックがなされた端末及びＳＩＭロックがかかっていない端末と

の間の伝送交換を可能とするための、ソフトバンク(株)との接続に

関する接続協議再開命令（平成２８年９月２９日申立て）  

（２）接続協定等に関する細目の裁定

答申日等 事案の概要等 

平成１４年１１月５日 

電委第１１５号 

H14.9.20 諮問 

H14.11.5 答申 

平成電電(株)からの申請を受けた、NTTドコモ等携帯電話事業者

に対する直収発携帯着の利用者料金の設定に関する裁定（平成

１４年７月１８日申請） 

<参考>本答申に関連した措置 

総務大臣に対する勧告 

平成１９年１１月２２日 

電委第６９号 

H19.9.21 諮問 

H19.11.22 答申 

日本通信(株)からの申請を受けた、NTTドコモとの相互接続による

MVNO事業に関する裁定（平成１９年７月９日申請） 

<参考>本答申に関連した措置 

総務大臣に対する勧告

令和２年６月１２日 

電委第３２号 

R2.2.4 諮問 

R2.6.12 答申 

日本通信(株)からの申請を受けた、NTTドコモとの卸電気通信役

務の提供に関する裁定（令和元年１１月１５日申請） 
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（３）土地等の使用に関する協議認可

答申日等 事案の概要等 

平成１４年７月３０日 

電委第９５号 

H14.6.17 諮問 

H14.7.30 答申 

モバイルインターネットサービス(株)からの申請を受けた、無線

LANサービスの役務提供のためのJR東日本の土地等の使用に

関する協議認可（平成１４年３月１９日申請）

（４）電気通信事業者に対する業務改善命令

答申日等 事案の概要等 

平成１４年４月１９日

電委第６０号 

H14.4.18 諮問 

H14.4.19 答申

KDDI(株)に対する、子会社である第二種電気通信事業者を通じた、

地方公共団体に対する届出料金を下回る料金での電気通信役務

の提供についての業務改善命令（平成１４年４月１９日命令） 

平成１６年２月４日 

電委第８号 

H16.1.29 諮問 

H16.2.4 答申

KDDI(株)に対する、子会社であるKCOM(株)を通じた、地方公共団

体に対する届出料金を下回る料金での電気通信役務の提供につ

いての業務改善命令（平成１６年２月５日命令） 

平成２２年２月４日 

電委第１９号 

H22.1.28 諮問 

H22.2.4 答申

NTT西日本に対する、他の電気通信事業者等に関する情報の取扱

いについての業務改善命令（平成２２年２月４日命令） 

【放送法関係】 

地上基幹放送の再放送の同意に関する裁定 

答申日等 事案の概要等 

平成２５年６月２６日

電委第５４号 

H25.1.30 諮問 

H25.6.26 答申

(株)ひのきによる讀賣テレビ放送(株)の地上テレビジョン放送の再

放送の同意に関する裁定（平成２５年７月２３日裁定）※

※ 総務大臣裁定後の経過

・H25. 8. 9：(株)ひのきが、総務大臣に対して一部区域についての不同意裁定の取消しを求める異議申立て。

・H27. 2.25：総務大臣が(株)ひのきからの異議申立てを棄却。

・H27. 6. 2：(株)ひのきが、東京高等裁判所に棄却決定の取消訴訟を提起。

・H29.12. 7：東京高等裁判所が(株)ひのきからの棄却決定の取消請求を認容する判決。

・H30. 9. 6：最高裁判所が国による上告受理申立てを不受理とする旨の決定。

・H30. 9.21：総務大臣が裁定手続きを再開。

・H30.10.25：讀賣テレビ放送(株)が区域外再放送に任意同意したことを踏まえ、総務大臣が裁定の拒否処分。

・H31. 1. 8：(株)ひのきが、総務大臣に対して拒否処分について審査請求。

・R 3. 1.15：総務大臣が (株)ひのきの審査請求を棄却。
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Ⅲ 総務大臣に対する勧告 

【電気通信事業法関係】 

発出 概要等 

平成１４年２月２６日 

電委第３２号 

コロケーションのルール改善に向けた勧告

<参考>本勧告の関連事案 

イー・アクセス(株)によるNTT東日本のコロケーションスペース、

電源及びMDFの利用に関するあっせん申請（合意により解決） 

平成１４年１１月５日 

電委第１１５号 

接続における適正な料金設定が行い得る仕組みの整備の勧告 

<参考>本勧告の関連事案 

平成電電(株)からの申請を受けた、NTTドコモ等携帯電話事業

者に対する直収発携帯着の利用者料金の設定に関する裁定 

平成１９年１１月２２日 

電委第６９号 

接続料金の算定の在り方などMVNOとMNOとの間の円滑な協議

に資する措置の勧告 

<参考>本勧告の関連事案 

日本通信(株)からの申請を受けた、NTTドコモとの相互接続によ

るMVNO事業に関する裁定 

（注）実際の紛争は、内容が複雑に絡み合っており、以上の分類は厳密なも

のではない。 
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紛争処理対象分野の動向 

１ 電気通信事業の市場動向 

２ 電気通信事業に関する規律 

３ 電波利用の動向 

４ 放送事業の動向 

本編で使用している資料は、総務省情報流通行政局、総合通信基盤局

及び電気通信紛争処理委員会事務局で作成した資料をもとに構成され

ている。 
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